
 

2022年 6月期  決算短信（非連結）              2022年 8月 10日 

 
会 社 名  株式会社旅籠屋   本社所在都道府県  東京都 
代 表 者  代表取締役社長 𠮷井 慎也 
問い合わせ先  責任者役職名  常務取締役 小島 裕生 ＴＥＬ（03）3847－8858 
 
１． 2022年 6月期の業績（2021年 7月 1日〜2022年 6 月 30日） 

 （注）  1．本決算短信の数値は、未監査です。 
      2．百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

2022年 6月期 

2021年 6月期 
1,735 百万円( 18.2%) 

1,468 百万円(△18.0%) 

△232 百万円( －%) 

△446 百万円( －%) 

△246 百万円( －％) 
△400 百万円( －％) 

△329 百万円(－％) 
△417 百万円(－%) 

 

 1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 
自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

2022年 6月期 

2021年 6月期 
△58,970円  35銭 
△74,628円  96銭 

－円  －銭 
－円  －銭   

－ 
△1,009.1％ 

△11.6％ 
△17.0％ 

△14.2％ 
△27.3％ 

 (注) 1．期中平均株式数  2022年 6月期 5,589株    2021年 6月期 5,589株 
   2．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 

3．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 (2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

2022年 6月期 

2021年 6月期 
2,136 百万円 
2,108 百万円 

△496 百万円 
△167 百万円 

△23.3％ 
△7.9％ 

△88,889円 51銭 
△29,919円 16銭 

 (注)1．期末発行済株式数（自己株式を含む）      2022年 6月期 6,245株 2021年 6月期 6,245株 

    期末自己株式数                 2022年 6月期 656株 2021年 6月期 656株 

(3) キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー  

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー  

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー  

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

2022年 6月期 

2021年 6月期 
          △37 百万円 

△180 百万円 
△20 百万円 
△43 百万円 

215 百万円 
△73 百万円 

596 百万円 
439 百万円 

 

２．2023年 6 月期の業績予想（2022年 7月 1日～2023年 6月 30日） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
1株当たり年間配当金(円) 

第 1 四半期 中間期末 第 3 四半期 期 末 年 間 

通 期 －百万円 －百万円 －百万円 －  － － － － 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期） －円 －銭 

コロナ禍の影響により当期は前々期、前期に続いての減収、赤字となりましたが、今後の見通しも流動的です。そのため、現時点

では予想値を算出することが困難なため、不明といたします。 

 

３．配当状況 

 1 株当たり配当金（円） 配当金 

総額(千円) 
配当性向
(％) 

純資産 

配当率(％)  第 1四半期 中間期末 第 3四半期 期末 その他 年間 

2021年 6月期 － － － － － －     －      －    － 
2022年 6月期(予定) － － － － － －     －      －    － 
2023年 6月期(予想) － － － － － －     － 

当社の利益配分につきましては、株主の皆様への安定的な配当継続を重視するとともに、財務体質の強化を図りつつ、毎期の業績等

を勘案しながら、当期純利益の１０％程度を配当の目安とさせていただいております。これに従い、当期は前期に続き無配当とさせ

ていただき、来期は業績予想が不明のため配当予想も不明としております。 
 

４.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 
(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレ－ト・ガバナンスが重要な課題であると認識しております。そのため、
経営の意思決定の内容及び過程を明確にし、利害関係者の意思や利益を適切に反映し株主から信頼される経営を目指しております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
当社の取締役は 2022 年 6 月末現在 3 名で構成し、会社法で定められた取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令
で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務遂行の状況を逐次監督しております。また、情報開示体制につ
いては、監査法人の指導を、随時受けながら、経営情報の迅速な開示を目的として、株主及び投資家に対して決算デ－タ等の情報開
示に努めております。 
 

５．反社会的勢力との関係排除への仕組みとその運用状況 
(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で組織的に対応しております。 
(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社は、反社会的勢力排除に向け社員に対する啓蒙活動を強化するとともに、一切の利益供与の禁止を宣言し、不当請求などの事案
ごとに関係部署と協議をするなど社内の連絡体制を整備しております。 

以上 


